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I.は じめに

　診療上、あるいは介護保険上で展開 されるような、い

わゆる諸制度上で行われるリハ ビリテーシ ョン活動にお
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いて、訪問 リハ ビリテーシ ョンとは、在宅 を訪問 して行

われるリハ ビリテーション活動である。表題 にある訪問

理学療法 という言葉は制度上で謳われている言葉ではな

い。 したがって、その解釈 としては、理学療法士が訪問

リハ ビリテーシ ョンを行い、理学療法知識や技術 を提供

することと考えたい。訪問リハ ビリテーシ ョンは、医療

保険あるいは介護保険の中に位置づけ られてお り、理学

療法士 または作業療法士等が在宅 を訪問 して行う在宅 リ

ハビリテーション活動である。 したがって、それ らが充

実するためには、診療報酬あるいは介護報酬 によって収

益が得 られる必要がある。また、人材の確保 も必要にな

る。そのため、一般的にその整備は進んでいるとは言え

ない。

　特 に人口過疎地 においては、 リハ ビリテー ションを

行っている施設が少なく、専門職の人数が少ないことか

ら、訪問 リハ ビリテーシ ョンまで手が回らない場合が多

い。一般に訪問リハ ビリテーションでは、通院あるいは

通所によるリハ ビリテーションと異なり、より日常生活

に密着 した指導等により、より具体的な生活方法の獲得

が主眼に置かれることが多い。そ して、ある一定の頻度

と時間により、訪問 リハビリテーションが計画される。

しかし、その制度が充実 していない場合は、その訪問す

る頻度を少な くし、その内容 も工夫する必要があると考

える。今回は、その訪問理学療法例を提示 し、在宅に置

いて実際にどのようなことを行ったのかを報告 し、頻回

に訪問で きない場合の理学療法の可能性 を検討 した。

Ⅱ.目 的

　理学療法過疎地での理学療法の可能性を検討すること

を目的とした。多 くとも1ヶ 月に1回 の割合で しか訪問

理学療法が行えない状況で、どのような効果 を生むのか

を検討 した。

Ⅲ.研 究方 法

　 3例 の事 例 を中心 に診 療記 録 簿 か らretrospectiveに

検 討 した。

Ⅳ.結 果

　 1.脳 卒中右片麻痺のAさ んの場合

　 Aさ んは昭和61年 に脳 出血を発症 した男性で、現在77

歳である。発語は困難であったが、こちらの言 うことは

理解可能で、座位保持が可能であった。麻痺側の右股 ・

膝関節の屈曲拘縮が強 くなったため訪問理学療法を希望

した。生活空間は畳上での生活であ り、胡座で生活 して

いた。床上の移動は介助であり、妻が介護者であった。

主な理学療法プログラムは、1)リ ラクゼーション、2)

筋ス トレッチ、3)関 節可動域運動、4)起 きあが り練

習、5)立 位保持運動であった。異常筋緊張の緩和 を主

目的とした。

　 本事例に対する理学療法は、身体機能に積極的にアプ

ローチ して動作 を獲得 しようというものではなかった

が、訪問するたびに介助者である妻か ら聞き取 りによる

事例の状態把握 をする時にあわせて介助指導 をおこな

い、在宅障害者の身体機能に対する不安感への援助 をお

こなうことがで きた。心配された右股 ・膝関節の屈曲拘

縮の悪化はなかった。

　 2.脳 卒中右片麻痺のBさ んの場合

　 Bさ んは平成15年 に脳梗塞 を発症 した女性で、現在72

歳である。コミュニケーションは良好であ り、椅子坐位

保 持 は良好 であったが、車椅 子ベ ッ ド間の トランス

ファーは近位監視が必要であった。右上下肢の筋収縮は

低いため独立 した立位保持は不能で、つかまり立位保持

が可能であった。主たる介助者は同居 している娘であっ

た。脳梗塞を発症 してす ぐに函館N病 院に入院して理学

療法がおこなわれ、3ヶ 月後に自宅に戻 り、訪問理学療

法を希望 した。家では居間のソファー座 って一 日を過ご

すことが多 く、立位保持のための長下肢装具が途中で完

成 した。主な理学療法プログラムは、1)右 上下肢の他

動的関節可動域運動 と自己他動的関節可動域運動の指

導、2)椅 子か らの立ち上が り運動、3)立 位保持運動、

4)長 下肢装具装着 による介助歩行練習であった。安定

した トランスファーを主 目的とした。

　 本訪問理学療法により、長下肢装具装着で介助 をすれ

ば歩行が可能 となった。関節可動域はほぼ維持され、運

動機能 も悪化せず維持 されていた。

　 3.重 症心身障害児のCさ んの場合

　 Cさ んは平成3年1月26日 生 まれで現在14歳 である。

生 まれたときか らの運動障害があ り、麻痺のタイプは痙

直型四肢麻痺であった。意志疎通が不能で、自発的な運

動は上肢を動か して頭 をか くことだけであ り、いわゆる

重症心 身障害児であった。通常は背臥位で股関節屈曲 ・

やや外転位、膝関節屈曲位、肩関節屈 曲位、肘関節屈曲

位のポジションであった。基本動作は全介助であ り、栄

養は鼻腔チューブで流動食であった。呼吸時には喘鳴が

聞こえることが多 く、呼吸 自体 も不規則で浅かった。主

な理学療法プログラムは、1)全 身の他動的関節可動域

運動、2)腹 臥位保持、3)胡 座坐位保持、4)呼 吸理

学療法であった。全身の関節可動域の悪化を予防し、さ

まざまな姿勢をとらせることにより、よい呼吸 と排疾 を

促すことを主 目的とした。

　本事例の運動機能お よび関節拘縮の程度は変化が な

かったが、腹臥位姿勢にも慣れて リラックスができるよ

うになり、呼吸時にみられた喘鳴が軽減 した。ほんのわ

ずかな呼吸機能の改善であったが、QOLを 少 しでも高め
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るこ とがで きた。

Ⅴ.考 察

　低頻度の訪問理学療法でおこなえることはほんのわず

かである。 しか し、それでも訪問理学療法を心待 ちにし

ている在宅障害者の方がお り、確実にQOLを 高めている

と言える。運動機瀧 面でケアされているという安心感は、

事例だけでなくむしろその介助者に強 くあるように考え

られた。 また、本訪問理学療法の回数に制限はあったも

のの運動機能の維持は可能であ り、有効性が示唆 された

と考える。理学療法は、技術面だけでな く精神面からの

アプローチが重要であ り、家庭でのホームエクササイズ

の指導と、それを行 うための環境作 りを指導することに

より、対象者 とその介護者が積極的に障害と向 き合って

生活できると考 えられた。
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